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（目的）

第１条 この実施細目は、豊島区認可外保育施設に対する指導監督等要綱（令和５年１月

１６日４豊子保発第６８３０号。以下「要綱」という。）の実施に必要な事項を定め、もっ

て指導監督等の円滑な実施に資することを目的とする。

（定義）

第２条 この実施細目において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。

（１） ベビ－ホテル

認可外保育施設のうち、次のいずれかの形態の保育を行っているものをいう。ただし、次号

から第３号まで及び第５号に規定するものを除く。

ア 午後８時以降の保育

イ 児童の宿泊を伴う保育

ウ 一時預かり（利用児童のうち一時預かりの児童が半数以上を占めているもの）

（２） 事業所内保育施設

認可外保育施設のうち、事業主等がその雇用する労働者の児童を対象として保育事業を行

っているものをいう。ただし、次号に規定するものを除く。

（３） 院内保育施設

認可外保育施設のうち、病院、診療所の業務に従事する職員の児童を対象として院内保育事

業を行っているものをいう。

（４） その他の認可外保育施設

認可外保育施設のうち、前各号及び次号に規定する以外のものをいう。

（５） 居宅訪問型保育事業

認可外保育施設のうち、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の３第１１項に規

定する業務を目的とする事業を行っている事業所をいう。

（届出の様式）

第３条 要綱第５条第１項の規定による届出は、別記第１号様式によるものとする。

別記第１号様式には、別紙１を添付する。ただし、居宅訪問型保育事業については別紙２（複

数の保育に従事する者を雇用している場合は別紙２の１、それ以外は別紙２の２）を添付す



る。

２ 要綱第５条第２項の規定による変更の届出は別記第２号様式によるものとし、休止又

は廃止の届出は別記第３号様式によるものとする。

（報告の様式）

第４条 要綱第７条第１項の規定による定期の報告は、原則として１０月１日を基準日と

して、別記第４号様式により行うものとする。ただし、居宅訪問型事業については別記第４

号様式の２（複数の保育に従事する者を雇用している場合は別記第４号様式の２①、それ以

外は別記第４号様式の２②）により行うものとする。

２ 要綱第７条第２項第１号の規定による報告は別記第５号様式によるものとし、同項第

２号の規定による報告は別記第６号様式によるものとする。

（立入調査実施の様式）

第５条 要綱第８条第１項の規定による立入調査の実施は、別記第７号様式により通知す

るものとする。ただし、同条第２項の規定により事前通告を行わない場合はこの限りでない。

（立入調査結果の様式）

第６条 要綱第８条第７項の規定による立入調査の結果は、別記第８号様式により通知す

るものとする。ただし、要綱第９条の規定により改善を求める必要がある場合には、別記第

９号様式により通知するものとする。

（改善状況報告の様式）

第７条 要綱第９条の規定による改善状況報告及び改善計画の提出は、別記第１０号様式

によるものとする。

（改善勧告の様式）

第８条 要綱第１０条第３項の規定による改善勧告の通知は、別記第１１号様式によるも

のとする。

（改善勧告の取扱基準）

第９条 改善指導を繰り返し行っているのにもかかわらず改善されず、改善の見通しがな

い場合の取扱いについては、関係部門と協議の上、改善勧告を行う。

（事業停止命令又は施設閉鎖命令）

第１０条 要綱第１１条に規定する事業停止命令及び施設閉鎖命令の意義は次のとおりと

する。

（１） 事業停止命令

期限を付して又は条件を付して当該認可外保育施設を運営する事業の停止を命ずる行政処

分をいう。

（２） 施設閉鎖命令

施設の閉鎖を命じることにより、将来にわたり当該認可外保育施設を運営する事業を禁止

する行政処分をいう。

２ 要綱第１１条の規定による事業停止命令又は施設閉鎖命令を行う場合の手続は、次に



よるものとする。

（１） 必要に応じて、事前に又は事後速やかに、児童相談所、近隣児童福祉施設等の関係

機関との間で、当該施設が運営を停止した場合に備えた利用児童の受入れ先の確保等につ

いて調整を図る。

（２） 処分の相手方に対しては、事前に弁明の機会を付与する。

（３） 弁明書の提出を受けた後又は提出期限を経過した後、速やかに、児童福祉審議会

の意見を聴く。

（４） 児童福祉審議会の意見を聴いた後、速やかに処分を決定する。通常は事業停止命

令をまず検討すべきであるが、改善が期待されず、当該施設の運営の継続が児童の

福祉を著しく害するおそれがある場合は、施設閉鎖命令を発する。

（５） 第２号に規定する弁明の機会の付与は別記第１２号様式、第１項第１号に規定する

事業停止命令は別記第１３号様式、第１項第２号に規定する施設閉鎖命令は別記第１４号

様式によるものとする。

（情報の提供）

第１１条 認可外保育施設の状況等については、豊島区民に対して、認可外保育施設を担当

する窓口について周知するとともに、情報提供する。

（記録の整備）

第１２条 認可外保育施設ごとに、届出された事項、運営状況、指導監督の内容等の必要な

記録を整備する。

（厚生労働省等への報告）

第１３条 緊急時の措置を含め、改善勧告、事業停止命令、施設閉鎖命令の措置を講じた場

合は、厚生労働省等に報告する。

（長期滞在児についての措置）

第１４条 要綱第７条第２項第２号に規定する長期滞在児の報告があった場合、報告がな

くともその事実が判明した場合やその疑いが強い場合、主管課長は、速やかに、当該児童の

住所地を所管する児童相談所長（当該児童の住所地が不明な場合は、豊島区児童相談所長。）

へ報告する。

附則

この実施細目は、令和５年２月１日から施行する。

附則

この実施細目は、令和５年４月１日から施行する。

附則

この実施細目は、令和５年９月 15日から施行する。


